
様式第１号の２（第５関係）

（第１面）

長野市住宅・建築物耐震改修促進事業補助金交付申請書

（住宅耐震改修事業）

　　年　　月　　日　

長野市長　　　　　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　住　所
（フリガナ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話）

年度において、長野市住宅・建築物耐震改修促進事業を下記のとおり実施したいので、補助金　　　　　　　円を交付してください。

記

１　対象住宅の概要

	所在地
	長野市

	用途
	□専用住宅　　・□（　　　　　）併用住宅

	構造
	　　　　
	階数　
	　　　　　　　階建

	延床面積
	   ㎡
	建築年
	年建築　

	住宅耐震診断の結果
	実施年度　　　　　年度　　　整理番号　Ｓ　　　　　

総合評点　　　　　　　


２　交付申請額の算出基礎
	耐震改修工事に要する費用（見積額）①
	円

	交付申請額
	ア　（①×4/5又は１戸当たり 100万円のいずれか少ない額）
	円

	
	　上乗せ補助申請　（☐有　☐無）
	円

	
	イ　（①×1/10又は１戸当たり20万円のいずれか少ない額）
	

	
	合計（ア＋イ）
	円


　　備考　イ欄は、前年の所得金額が 200万円以下である場合に記入してください。
（第２面）

３　予定工期　　　　　 年     月     日から　　　　 年 　　月 　　日まで

４　耐震改修工事の概要

	住宅耐震改修工事の内容
	

	住宅耐震改修工事後の総合評点
	
	診断者氏名
	

	設計者
	氏　名　　　　　　　　　　　（資格　一級・二級・木造建築士）
勤務先　　　　　　　　　　　（登録番号 大臣・知事 　　　号）
所在地　　　　　　　　　　　　　電話

	工事監理者
	氏　名　　　　　　　　　　　（資格　一級・二級・木造建築士）　

勤務先　　　　　　　　　　　（登録番号 大臣・知事 　　　号）
所在地　　　　　　　　　　　　　電話

	施工者
	名　称
	建設業許可番号
大臣・知事　　　　　号

	
	所在地　　　　　　　　　　　　　電話


５　関係書類

　　(1) 現況を表す図面等（位置図・配置図・各階平面図・面積表・外観写真）
　　(2) 住宅耐震改修工事の関係図面並びに住宅耐震改修工事の前（耐震診断士派遣要綱に基づき、市が派遣した耐震診断士による住宅耐震診断を実施したものを除く。）及び住宅耐震改修工事後の住宅耐震診断結果が確認できる書類
　　(3) 住宅耐震改修工事に要する費用が確認できる見積書

　　(4) 所得を証する書類（課税内容証明書等） 
(5) 住民票の写し（附則第５項の規定による特例適用を受ける者に限る。）
(6) 固定資産課税台帳閲覧同意書（附則第５項の規定による特例適用を受ける者に限る。）
(7) その他市長が必要と認める書類
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